
　　　ク　障がい者就労継続支援事業所ゆいまーる（社会福祉事業）

　　　　　「就労継続支援B型事業」

　　　　　「通所介護（介護予防）事業」「居宅介護支援事業」「訪問介護（介護予防）事業」

　　　　　「障害同行援護・居宅介護事業」

　　　カ　指定障がい福祉サービス事業所スリーエフ（社会福祉事業）

　　　　　「就労継続支援B型事業」「就労移行支援事業」

　　　キ　障がい者就労継続支援事業所はばたき（社会福祉事業）

　　　　　「就労継続支援B型事業」

　　　　　「老人福祉施設事業」「特定施設入居者生活介護事業」「訪問介護（介護予防）事業」

　　　ウ　旭川点字図書館 施設拠点（社会福祉事業）

　　　　　「視覚障害者情報提供施設事業」

　　　エ　旭川市神居デイーサービスセンター 施設拠点（社会福祉事業）

　　　　　「通所介護（介護予防）事業」(旭川市シルバーハウジング生活援助員派遣事業）

　　　オ　旭川大成デイサービスセンター 施設事業（社会福祉事業）

　（１）法人全体の計算書類（第一号第一様式、第二号第一様式、第三号第一様式）

　（２）社会福祉事業における拠点区分別内訳表（第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式）

　（３）各拠点区分におけるサービス区分の内容

　　　ア　旭川光風会　法人本部 拠点（社会福祉事業）

　　　　　「法人本部事業」

　　　イ　養護盲人老人ホーム旭光園 施設拠点（社会福祉事業）

４．採用する退職給付制度

　（１）独立行政法人福祉医療機構及び北海道民間社会福祉事業職員共済会退職給付制度に加入している。掛金は

　　　　「退職給付費用」の科目で計上している。

５．法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分

　　当法人の作成する計算書類は、以下のとおりになっている。

　　　・賞与引当金　－　職員に支給する賞与のうち、当該会計年度の負担に属する額を見積り、賞与引当金として計

　　　　上する。ただし、重要性が乏しい場合にはこれを計上しないことができる。

３．重要な会計方針の変更

　（１）該当なし

　　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする方法によっている。

　（４）引当金の計上基準

　　　・退職給付引当金　－　法人の負担する北海道民間社会福祉事業職員共済会制度掛金相当額を退職給付引当金に

　　　　計上している。

　　　・原材料、商品　－　最終仕入原価法

　　　・貯蔵品　　　　－　最終仕入原価法

　（３）固定資産の減価償却の方法

　　　・建物並びに器具及び備品　－　定額法

　　　・リース資産

　　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

２．重要な会計方針

　（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　　　・満期保有目的の債券等　－　償却原価法（定額法）

　　　・上記以外の有価証券で時価のあるもの　－　決算日の市場価格に基づく時価法

　（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　・製品、仕掛品　－　最終仕入原価法

計算書類に対する注記（法人全体）

　社会福祉法人旭川盲人福祉センターは、平成３０年度から　社会福祉法人旭川光風会に名称変更。

１．継続事業の前提に関する注記

　（１）該当なし



（単位：円）

合　計 1,361,135,897 720,206,659 640,929,238

１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

　　　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は、以下のとおりである。

0

小　計 327,508,206 251,662,898 75,845,308

0 0

0 0

　有形リース資産 25,625,736 12,948,148 12,677,588

0 0

　車両運搬具 17,054,017 12,036,960 5,017,057

　器具及び備品 110,929,665 99,696,600 11,233,065

　構築物 44,902,750 17,560,373 27,342,377

　機械及び装置 39,709,338 36,595,239 3,114,099

　その他の固定資産

　建物附属設備 89,286,700 72,825,578 16,461,122

　建物（基本） 892,716,690 468,543,761 424,172,929

小　計 1,033,627,691 468,543,761 565,083,930

　基本財産

　土地（基本） 140,911,001 0 140,911,001

９．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

　（２）担保に供している債務の種類及び金額は、以下のとおりである。

　設備資金借入金（１年以内返済予定額を含む） 74,501,000 円

計 74,501,000 円

　建物（基本財産） 236,718,564 円

計 273,631,325 円

７．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

　　　該当なし

８．担保に供している資産

　（１）担保に供されている資産は、以下のとおりである。

　土地（基本財産） 36,912,761 円

合　　計 583,748,260 0 18,664,330 565,083,930

　　土地（基本） 140,911,001 0 0 140,911,001

　　建物（基本） 442,837,259 0 18,664,330 424,172,929

６．基本財産の増減の内容及び金額

　　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

　　　ケ　エール保育園（社会福祉事業）

　　　　　「保育事業(一時預かり・延長保育事業等)」

　　　コ　複合型障がい者福祉事業所アダージョ（社会福祉事業）

　　　　　「共同生活援助事業」「計画相談支援事業」



役員の
兼務等

事実上
の関係

　　　に必要な事項

　（１）該当なし

１３．重要な偶発債務

　（１）該当なし

１４．重要な後発事象

　（１）該当なし

１５．その他の社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするため

（単位：円）

種類
法人等
の名称

住　所 資産総額
事業内容
又は職業

議決権の
所有割合

関係内容
取引
内容

取引金額 科目 期末残高

１２．関連当事者との取引の内容

　　　関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。

１１．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　　　満期保有目的の債券の内容並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、以下のとおりである。

（単位：円）

種類及び銘柄 帳簿価額 時　価 評価損益

合　計 0 0 0

0

0

債権額
徴収不能引当金の

当期末残高
債権の当期末残高

0



ＯＫ

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

その他の固定資産

(1)担保に供されている資産の種類及び金額　　　　該当なし

（１）法人本部拠点計算書類（第１号の４様式、第２号の４様式、第３号の４様式） 　　               

（２）法人本部拠点区分資金収支明細書（会計基準別紙３）は省略している。                                       

（３）法人本部拠点区分事業活動明細書（会計基準別紙４）は省略している。                                       

５．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は、以下のとおりである。

（単位：円）

基本財産の種類

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　該当なし

７．担保に供している資産

　当拠点区分において、作成する計算書類は、以下のとおりになっている。                        

（３）引当金の計上基準                                                                              

　　・退職給付引当金－法人の負担する北海道民間社会福祉事業職員共済会制度掛金相当額を退職給付引当金に

　　　計上している。

　　・賞与引当金　　－職員に支給する賞与のうち、当該会計年度の負担に属する額を見積り、賞与引当金とし

　　　て計上する。ただし、重要性が乏しい場合にはこれを計上しないことができる。

２．重要な会計方針の変更

(1)該当なし

３．採用する退職給付制度

(1)独立行政法人福祉医療機構及び北海道民間社会福祉事業職員共済会退職給付制度に加入している。掛金は、

　「退職給付費用」の科目で計上している。

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分

　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。                            

計算書類に対する注記（法人本部拠点区分用）

１．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法                                                                

　　・満期保有目的の債券等－償却原価法（定額法）                                                    

　　・上記以外の有価証券で時価のあるもの－決算日の市場価格に基づく時価法                            

（２）固定資産の減価償却の方法                                                                      

　　・建物並び器具及び備品－定額法                                                                  

　　・リース資産                                                                                    

　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産                                            

　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。                          

　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産                                          



0 0 0

債権額
徴収不能引当金の当

期末残高
債権の当期末残高

帳簿価額 時　　価 評価損益

(1)該当なし

１２．その他の社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な
事項

(1)該当なし

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内容並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、以下のとおりである。

（単位：円）

種類及び銘柄

１１．重要な後発事象

合　　計

合　　計

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）



ＯＫ

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

82,514,700 0 0 82,514,700

30,770,105 0 2,336,987 28,433,118

113,284,805 0 2,336,987 110,947,818

　該当なし

（単位：円）

基本財産の種類

土地（基本）

建物（基本）

合　　計

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩

７．担保に供している資産

基本財産の増減の内容及び金額は、以下のとおりである。

（１）養護盲人老人ホーム旭光園拠点計算書類（第１号の４様式、第２号の４様式、第３号の４様式） 　　    

           

（２）養護盲人老人ホーム旭光園拠点区分資金収支明細書（会計基準別紙３）

      ア　養護盲人老人ホーム旭光園

　　　イ　旭光園外部サービス利用型特定施設入居者生活介護事業所

　　　ウ　旭光園ヘルパーステーション                                        

（３）養護盲人老人ホーム旭光園拠点区分事業活動明細書 （会計基準別紙４）                          

      ア　養護盲人老人ホーム旭光園

　　　イ　旭光園外部サービス利用型特定施設入居者生活介護事業所

　　　ウ　旭光園ヘルパーステーション                                        

５．基本財産の増減の内容及び金額

　当拠点区分において、作成する計算書類は、以下のとおりになっている。                        

（３）引当金の計上基準                                                                              

　　・退職給付引当金－法人の負担する北海道民間社会福祉事業職員共済会制度掛金相当額を退職給付引当金に

　　　計上している。

　　・賞与引当金　　－職員に支給する賞与のうち、当該会計年度の負担に属する額を見積り、賞与引当金とし

　　　て計上する。ただし、重要性が乏しい場合にはこれを計上しないことができる。

２．重要な会計方針の変更

(1)該当なし

３．採用する退職給付制度

(1)独立行政法人福祉医療機構及び北海道民間社会福祉事業職員共済会退職給付制度に加入している。掛金は、

　「退職給付費用」の科目で計上している。

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分

　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。                            

計算書類に対する注記（養護盲人老人ホーム旭光園拠点区分用）

１．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法                                                                

　　・満期保有目的の債券等－償却原価法（定額法）                                                    

　　・上記以外の有価証券で時価のあるもの－決算日の市場価格に基づく時価法                            

（２）固定資産の減価償却の方法                                                                      

　　・建物並び器具及び備品－定額法                                                                  

　　・リース資産                                                                                    

　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産                                            

　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。                          

　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産                                          



取得価額 減価償却累計額 当期末残高

82,514,700 0 82,514,700

244,252,030 215,818,912 28,433,118

326,766,730 215,818,912 110,947,818

46,359,850 34,457,285 11,902,565

1,235,850 1,035,954 199,896

3,613,341 1,257,139 2,356,202

18,915,124 17,711,343 1,203,781

12,827,736 6,315,148 6,512,588

82,951,901 60,776,869 22,175,032

409,718,631 276,595,781 133,122,850

債権額
徴収不能引当金の当

期末残高
債権の当期末残高

0 0 0

帳簿価額 時　　価 評価損益

１１．重要な後発事象

(1)該当なし

１２．その他の社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な
事項

(1)該当なし

種類及び銘柄

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

合　　計

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内容並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、以下のとおりである。

（単位：円）

合　　計

基本財産

土地（基本）

建物（基本）

小　　計

その他の固定資産

建物附属設備

構築物

車輌運搬具

器具及び備品

有形リース資産

小　　計

(1)担保に供されている資産の種類及び金額　　　　該当なし

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）



（１）該当なし

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

21,851,174 0 1,162,060 20,689,114

21,851,174 0 1,162,060 20,689,114

　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　6,949,500円 

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

　　　　　　――――――――――――――――――――――――――――――――― 

合　　計

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

（１）該当なし

７．担保に供している資産

（１）担保に供されている資産は、以下のとおりである。                                 

　　　　　　建物（基本財産）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　15,843,352円 

　　　　　　　――――――――――――――――――――――――――――――――― 

　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 　　　15,843,352円 

 

（２）担保に供している債務の種類および金額は、以下のとおりである。                   

　　　　　　設備資金借入金(1年以内返済予定額を含む)　　　　　　　　6,949,500円 

建物（基本）

３．採用する退職給付制度

（１）独立行政法人福祉医療機構及び北海道民間社会福祉事業職員共済会退職給付制度に加入している。掛金は「退職

給付費用」の科目で計上している。

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分

　当拠点区分において、作成する計算書類は、以下のとおりになっている。                        

（１）旭川点字図書館拠点計算書類（第１号の４様式、第２号の４様式、第３号の４様式） 　　

５．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は、以下のとおりである。

（単位：円）

基本財産の種類

２．重要な会計方針の変更

　　・建物並び器具及び備品－定額法                                                                  

　　・リース資産                                                                                    

　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産                                            

　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。                          

　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産                                          

　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。                            

（３）引当金の計上基準                                                                              

　　・退職給付引当金－法人の負担する北海道民間社会福祉事業職員共済会制度掛金相当額を退職給付引当金に

      計上している。

　　・賞与引当金－職員に支給する賞与のうち、当該会計年度の負担に属する額を見積り、賞与引当金として計

      上する。ただし、重要性が乏しい場合にはこれを計上しないことができる。

（２）固定資産の減価償却の方法                                                                      

計算書類に対する注記（旭川点字図書館拠点区分用）

１．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法                                                                

　　・満期保有目的の債券等－償却原価法（定額法）                                                    

　　・上記以外の有価証券で時価のあるもの－決算日の市場価格に基づく時価法                            



取得価額 減価償却累計額 当期末残高

62,768,787 42,079,673 20,689,114

62,768,787 42,079,673 20,689,114

12,713,463 11,496,780 1,216,683

1,564,500 1,313,465 251,035

28,713,400 21,753,783 6,959,617

42,991,363 34,564,028 8,427,335

105,760,150 76,643,701 29,116,449

債権額
徴収不能引当金の

当期末残高
債権の当期末残高

332,132 0 332,132

10,706 0 10,706

229,680 0 229,680

572,518 0 572,518

帳簿価額 時　　価 評価損益

（１）該当なし

（単位：円）

種類及び銘柄

１１．重要な後発事象

（１）該当なし

１２．その他の社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必要
な事項

満期保有目的の債券の内容並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、以下のとおりである。

小　　計

合　　計

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

事業未収金

未収金

未収補助金

合　　計

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

器具及び備品

基本財産

建物（基本）

小　　計

その他の固定資産

建物附属設備

構築物



　（２）担保に供している債務の種類及び金額は、以下のとおりである。

　設備資金借入金（１年以内返済予定額を含む） 0 円

計 0 円

　建物（基本財産） 0 円

計 0 円

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

　（１）該当なし

７．担保に供している資産

　（１）担保に供されている資産は、以下のとおりである。

　　建物（基本） 0 0 0 0

合　　計 0 0 0 0

　　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分

　　当該拠点区分において、作成する計算書類は、以下のとおりになっている。

　（１）旭川市神居デイサービスセンター拠点計算書類（第１号の４様式、第２号の４様式、第３号の４様式）

５．基本財産の増減の内容及び金額

２．重要な会計方針の変更

　（１）該当なし

３．採用する退職給付制度

　（１）独立行政法人福祉医療機構及び北海道民間社会福祉事業職員共済会退職給付制度に加入している。掛金は

　　　　「退職給付費用」の科目で計上している。

　（３）引当金の計上基準

　　　・退職給付引当金　－　法人の負担する北海道民間社会福祉事業職員共済会制度掛金相当額を退職給付引当金に

　　　　計上している。

　　　・賞与引当金　－　職員に支給する賞与のうち、当該会計年度の負担に属する額を見積り、賞与引当金として計

　　　　上する。ただし、重要性が乏しい場合にはこれを計上しないことができる。

　　　・建物並びに器具及び備品　－　定額法

　　　・リース資産

　　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする方法によっている。

計算書類に対する注記（旭川市神居デイサービスセンター拠点区分用）

1．重要な会計方針

　（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　　　・満期保有目的の債券等　－　償却原価法（定額法）

　　　・上記以外の有価証券で時価のあるもの　－　決算日の市場価格に基づく時価法

　（２）固定資産の減価償却の方法



１１．重要な後発事象

　（１）該当なし

１２．その他の社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするため

　　　に必要な事項

　（１）該当なし

（単位：円）

種類及び銘柄 帳簿価額 時　価 評価損益

合　計 6,433,913 0 6,433,913

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　　　満期保有目的の債券の内容並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、以下のとおりである。

　事業未収金 6,433,913 0 6,433,913

　未収金 0 0 0

９．債務額、徴収不能引当金の当期末残高、債務の当期末残高

　　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

債権額
徴収不能引当金の

当期末残高
債権の当期末残高

小　計 9,323,662 4,174,662 5,149,000

合　計 9,323,662 4,174,662 5,149,000

　器具及び備品 1,097,662 1,097,662 0

　有形資産リース 8,226,000 3,077,000 5,149,000

　建物附属設備 0 0 0

　構築物 0 0 0

小　計 0 0 0

　その他の固定資産

　基本財産

　建物（基本） 0 0 0

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高



　（２）担保に供している債務の種類及び金額は、以下のとおりである。

　設備資金借入金（１年以内返済予定額を含む） 16,215,500 円

計 16,215,500 円

　建物（基本財産） 39,255,063 円

計 39,255,063 円

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

　（１）該当なし

７．担保に供している資産

　（１）担保に供されている資産は、以下のとおりである。

　　建物（基本） 39,255,063 0 2,287,230 36,967,833

合　　計 39,255,063 0 2,287,230 36,967,833

　　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分

　　当該拠点区分において、作成する計算書類は、以下のとおりになっている。

　（１）旭川大成デイサービスセンター拠点計算書類（第１号の４様式、第２号の４様式、第３号の４様式、別紙４）

５．基本財産の増減の内容及び金額

２．重要な会計方針の変更

　（１）該当なし

３．採用する退職給付制度

　（１）独立行政法人福祉医療機構及び北海道民間社会福祉事業職員共済会退職給付制度に加入している。掛金は

　　　　「退職給付費用」の科目で計上している。

　（３）引当金の計上基準

　　　・退職給付引当金　－　法人の負担する北海道民間社会福祉事業職員共済会制度掛金相当額を退職給付引当金に

　　　　計上している。

　　　・賞与引当金　－　職員に支給する賞与のうち、当該会計年度の負担に属する額を見積り、賞与引当金として計

　　　　上する。ただし、重要性が乏しい場合にはこれを計上しないことができる。

　　　・建物並びに器具及び備品　－　定額法

　　　・リース資産

　　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする方法によっている。

計算書類に対する注記（旭川大成デイサービスセンター拠点区分用）

1．重要な会計方針

　（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　　　・満期保有目的の債券等　－　償却原価法（定額法）

　　　・上記以外の有価証券で時価のあるもの　－　決算日の市場価格に基づく時価法

　（２）固定資産の減価償却の方法



１１．重要な後発事象

　（１）該当なし

１２．その他の社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするため

　　　に必要な事項

　（１）該当なし

（単位：円）

種類及び銘柄 帳簿価額 時　価 評価損益

合　計 7,390,417 0 7,390,417

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　　　満期保有目的の債券の内容並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、以下のとおりである。

　事業未収金 7,390,417 7,390,417

　未収金 0 0

９．債務額、徴収不能引当金の当期末残高、債務の当期末残高

　　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

債権額
徴収不能引当金の

当期末残高
債権の当期末残高

小　計 37,121,433 33,266,468 3,854,965

合　計 109,731,936 68,909,138 40,822,798

　器具及び備品 2,884,686 2,884,675 11

　有形資産リース 4,572,000 3,556,000 1,016,000

　建物附属設備 29,664,747 26,825,793 2,838,954

　構築物 0 0 0

小　計 72,610,503 35,642,670 36,967,833

　その他の固定資産

　基本財産

　建物（基本） 72,610,503 35,642,670 36,967,833

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高



１．重要な会計方針
（１）　有価証券の評価基準及び評価方法

○　満期保有目的の債券等　－　償却原価法（定額法）
○　上記以外の有価証券で時価のあるもの　－　決算日の市場価格に基づく時価法

（２）　棚卸資産の評価基準及び評価方法

○　製品、仕掛品　　　　－　最終仕入原価法
○　原材料、商品　　　　－　最終仕入原価法
○　貯蔵品　　　　　　　－　最終仕入原価法
○　医療品　　　　　　　－　最終仕入原価法
○　診療・療養費等材料　－　最終仕入原価法
○　製品、仕掛品　　　　－　最終仕入原価法

（３）　固定資産の減価償却の方法

○　有形固定資産（リース資産を除く）　－　定額法
○　無形固定資産（リース資産を除く）　－　定額法
○　リース資産　

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

（４）　引当金の計上基準

○　退職給付引当金　－　職員の退職給付に備えるため、当年度末の退職給付引当資産の残高
　　　　　　　　　　　　と同額を計上している
○　賞与引当金　　　－　職員の賞与の支給に備えるため、翌年度の支給見込み額のうち当年
　　　　　　　　　　　　度の負担に属する金額を計上している

２．重要な会計方針の変更

該当なし

３．採用する退職給付制度

○独立行政法人福祉医療機構及び一般社団法人北海道民間社会福祉事業職員共済会退職給付
制度に加入している。掛金は「退職給付費用」の科目で計上している。

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分

　当拠点区分において作成する計算書類は以下の通りになっている
①　拠点区分の計算書類

○　第１号の４様式 ○　第２号の４様式 ○　第３号の４様式
②　サービス区分別明細書

○　別紙４
③　拠点区分資金収支明細書

○　別紙３

　サービス区分の内訳
①　スリーエフ施設拠点（社会福祉事業）

「スリーエフ　施設」
「スリーエフ　就労継続支援Ｂ型」
「スリーエフ　移行支援」

５．基本財産の増減の内容及び金額

　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
（単位：円）

土地 2,122,760 2,122,760

計算書類に対する注記（スリーエフ拠点）

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

 ・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法によっている。

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高



６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

～該当なし

７．担保に供している資産

担保に供されている資産は以下のとおりである。
～該当なし

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
　　（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
　（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

債権額、徴収不能引当金、債権～該当なし

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。

満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益～該当なし

１１．重要な後発事象

該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び

　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし

権利 30,000 0 30,000

合　　計 301,701,811 165,934,211 135,767,600
ソフトウェア 204,120 139,482 64,638

器具及び備品 36,878,258 36,290,130 588,128
有形リース資産 0 0 0

機械及び装置 39,709,338 36,595,239 3,114,099
車両運搬具 8,044,435 7,184,741 859,694

建物 0 0 0
構築物 1,117,400 781,895 335,505

建物（基本財産） 213,595,500 84,942,724 128,652,776
土地 0 0 0

4,797,297 130,775,536

土地（基本財産） 2,122,760 0 2,122,760
取得価格 減価償却累計額 当期末残高

定期預金 0
投資有価証券 0

合　　計 135,572,833

建物 133,450,073 4,797,297 128,652,776



○独立行政法人福祉医療機構及び一般社団法人北海道民間社会福祉事業職員共済会退職給付



１．重要な会計方針
（１）　有価証券の評価基準及び評価方法

該当なし

（２）　棚卸資産の評価基準及び評価方法

○　製品、仕掛品　－　最終仕入原価法
○　原材料、商品　－　最終仕入原価法
○　貯蔵品　　　　－　最終仕入原価法

（３）　固定資産の減価償却の方法

○　有形固定資産（リース資産を除く）　－　定額法
○　無形固定資産（リース資産を除く）　－　定額法
○　リース資産　－　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、
　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価格をゼロとする定額法を採用

（４）　引当金の計上基準

○　退職給付引当金　－　職員の退職給付に備えるため、当年度末の退職給付引当資産の残高
　　　　　　　　　　　　と同額を計上している
○　賞与引当金　　　－　職員の賞与の支給に備えるため、翌年度の支給見込み額のうち当年
　　　　　　　　　　　　度の負担に属する金額を計上している

（５）　リース取引の処理方法

○　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ
　た会計処理によっている

２．重要な会計方針の変更

該当なし

３．採用する退職給付制度

○　福祉医療機構の実施する社会福祉施設職員等退職共済制度に加入している。掛金は「退職給付
　費用」の科目で費用処理している。
○　北海道民間社会福祉事業職員共済会の実施する退職共済制度に加入している。掛金は「退職
　給付引当資産」の科目で計上している。

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分

　当拠点区分において作成する計算書類は以下の通りになっている
①　拠点区分の計算書類

○　第１号の４様式 ○　第２号の４様式 ○　第３号の４様式
②　サービス区分別明細書

○　別紙４
③　拠点区分資金収支明細書

○　別紙３（⑩）

　サービス区分の内訳
①　はばたき拠点（社会福祉事業）

「はばたき　施設」
「はばたき　就労継続Ｂ」

５．基本財産の増減の内容及び金額

　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
（単位：円）

計算書類に対する注記（はばたき）



６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

７．担保に供している資産

該当なし

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
　　（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
　（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

該当なし

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

１１．重要な後発事象

該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び

　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし

権利 0 0 0

合　　計 23,248,232 6,009,551 17,238,681
ソフトウェア 0 0 0

器具及び備品 5,262,732 4,977,661 285,071
有形リース資産 0 0 0

機械及び装置 0 0 0
車両運搬具 2,485,500 684,340 1,801,160

建物 0 0 0
構築物 0 0 0

建物（基本財産） 1,500,000 347,550 1,152,450
土地 0 0 0

0 42,000 15,152,450

土地（基本財産） 14,000,000 0 14,000,000
取得価格 減価償却累計額 当期末残高

定期預金 0 0 0 0
投資有価証券 0 0 0 0

合　　計 15,194,450

土地 14,000,000 0 0 14,000,000
建物 1,194,450 0 42,000 1,152,450

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高



１．重要な会計方針
（１）　有価証券の評価基準及び評価方法

該当なし

（２）　棚卸資産の評価基準及び評価方法

○　製品、仕掛品　－　最終仕入原価法
○　原材料、商品　－　最終仕入原価法
○　貯蔵品　　　　－　最終仕入原価法

（３）　固定資産の減価償却の方法

○　有形固定資産（リース資産を除く）　－　定額法
○　無形固定資産（リース資産を除く）　－　定額法
○　リース資産　－　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、
　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価格をゼロとする定額法を採用

（４）　引当金の計上基準

○　退職給付引当金　－　職員の退職給付に備えるため、当年度末の退職給付引当資産の残高
　　　　　　　　　　　　と同額を計上している
○　賞与引当金　　　－　職員の賞与の支給に備えるため、翌年度の支給見込み額のうち当年
　　　　　　　　　　　　度の負担に属する金額を計上している

（５）　リース取引の処理方法

○　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ
　た会計処理によっている

２．重要な会計方針の変更

該当なし

３．採用する退職給付制度

○　福祉医療機構の実施する社会福祉施設職員等退職共済制度に加入している。掛金は「退職給付
　費用」の科目で費用処理している。
○　北海道民間社会福祉事業職員共済会の実施する退職共済制度に加入している。掛金は「退職
　給付引当資産」の科目で計上している。

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分

　当拠点区分において作成する計算書類は以下の通りになっている
①　拠点区分の計算書類

○　第１号の４様式 ○　第２号の４様式 ○　第３号の４様式
②　サービス区分別明細書

○　別紙４
③　拠点区分資金収支明細書

○　別紙３（⑩）

　サービス区分の内訳
①　ゆいまーる拠点（社会福祉事業）

「ゆいまーる　施設」
「ゆいまーる　就労継続Ｂ」

５．基本財産の増減の内容及び金額

　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
（単位：円）

計算書類に対する注記（ゆいまーる）



６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

７．担保に供している資産

該当なし

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
　　（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
　（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

該当なし

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

１１．重要な後発事象

該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び

　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし

合　　計 73,623,912 43,163,927 30,459,985
ソフトウェア 0 0 0

有形リース資産 0 0 0
権利 0 0 0

器具及び備品 10,649,522 9,920,577 728,945 728,945
車両運搬具 2,910,740 2,910,739 1 1

構築物 0 0 0
機械及び装置 0 0 0

24,370,259

建物 0 0 0
土地 0 0 0

取得価格 減価償却累計額 当期末残高
土地（基本財産） 5,360,780 0 5,360,780
建物（基本財産） 54,702,870 30,332,611 24,370,259

投資有価証券 0 0 0 0
合　　計 32,009,755 0 2,278,716 29,731,039

24,370,259

定期預金 0 0 0 0
建物 26,648,975 0 2,278,716 24,370,259
土地 5,360,780 0 0 5,360,780
基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高





728,945
1

24,370,259

24,370,259



１．重要な会計方針
（１）　有価証券の評価基準及び評価方法

該当なし

（２）　棚卸資産の評価基準及び評価方法

該当なし

（３）　固定資産の減価償却の方法

○　有形固定資産（リース資産を除く）　－　定額法
○　無形固定資産（リース資産を除く）　－　定額法
○　リース資産　－　 該当なし

（４）　引当金の計上基準

○　退職給付引当金　－　職員の退職給付に備えるため、当年度末の退職給付引当資産の残高
　　　　　　　　　　　　と同額を計上している
○　賞与引当金　　　－　職員の賞与の支給に備えるため、翌年度の支給見込み額のうち当年
　　　　　　　　　　　　度の負担に属する金額を計上している

（５）　リース取引の処理方法

○　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ
　た会計処理によっている

２．重要な会計方針の変更

該当なし

３．採用する退職給付制度

○　独立行政法人福祉医療機構及び一般社団法人北海道民間社会福祉事業職員共済会退職給付制度
に加入している。掛金は「退職給付費用」の科目で計上している。

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分

　当拠点区分において作成する計算書類は以下の通りになっている
①　拠点区分の計算書類

○　第１号の４様式 ○　第２号の４様式 ○　第３号の４様式
②　サービス区分別明細書

該当なし
③　拠点区分資金収支明細書

該当なし

　サービス区分の内訳
該当なし

計算書類に対する注記（エール保育園拠点）



５．基本財産の増減の内容及び金額

　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
（単位：円）

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩

該当なし

７．担保に供している資産

担保に供されている資産は以下のとおりである。
土地（基本財産） 円
建物（基本財産） 円

計 円

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。
設備資金借入金（１年以内返済予定額を含む） 円
設備資金借入金（１年以内返済予定額を含む） 円

計 円

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
　　（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
　（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

該当なし

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

合　　計 302,742,976 74,221,140 228,521,836
ソフトウェア 1,699,200 628,080 1,071,120

建物付属設備 548,640 45,720 502,920
権利 0

車両運搬具 0
器具及び備品 7,479,484 6,011,975 1,467,509

構築物 40,985,000 14,429,059 26,555,941
機械及び装置 0

土地 0
建物 0

土地（基本財産） 25,837,152 0 25,837,152
建物（基本財産） 226,193,500 53,106,306 173,087,194

取得価格 減価償却累計額 当期末残高

合　　計 203,539,122 0 4,614,776 198,924,346

25,837,152
177,701,970
203,539,122

6,000,000
26,964,000
32,964,000

土地 25,837,152 0 0 25,837,152
建物 177,701,970 0 4,614,776 173,087,194

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高



該当なし

１１．重要な後発事象

該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び

　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし



○　独立行政法人福祉医療機構及び一般社団法人北海道民間社会福祉事業職員共済会退職給付制度



１．重要な会計方針
（１）　有価証券の評価基準及び評価方法

該当なし

（２）　棚卸資産の評価基準及び評価方法

○　製品、仕掛品　　　　－　最終仕入原価法
○　原材料、商品　　　　－　最終仕入原価法
○　貯蔵品　　　　　　　－　最終仕入原価法

（３）　固定資産の減価償却の方法

○　有形固定資産（リース資産を除く）　－　定額法
○　無形固定資産（リース資産を除く）　－　定額法
○　リース資産　－ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、

（４）　引当金の計上基準

○　退職給付引当金　－　職員の退職給付に備えるため、当年度末の退職給付引当資産の残高
　　　　　　　　　　　　と同額を計上している
○　賞与引当金　　　－　職員の賞与の支給に備えるため、翌年度の支給見込み額のうち当年
　　　　　　　　　　　　度の負担に属する金額を計上している

（５）リース取引の処理方法
○ 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法を準じ

た会計処理によっている

２．重要な会計方針の変更

該当なし

３．採用する退職給付制度

○ 福祉医療機構の実施する社会福祉施設職員等退職共済制度に加入している。
掛金は「退職給付費用」の科目で費用処理している。

○ 北海道民間社会福祉事業職員共済会の実施する退職共済制度に加入している。
掛金は「退職給付引当資産」の科目で計上している。

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分

　当拠点区分において作成する計算書類は以下の通りになっている
①　拠点区分の計算書類

○　第１号の４様式 ○　第２号の４様式 ○　第３号の４様式
②　サービス区分別明細書

○　別紙４
③　拠点区分資金収支明細書

○　別紙３

　サービス区分の内訳
①　アダージョ拠点（社会福祉事業）

「アダージョ　グループホーム」
「アダージョ　相談支援」

５．基本財産の増減の内容及び金額

　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
（単位：円）

土地 11,075,609 11,075,609
建物 11,965,449 1,145,264 10,820,185

計算書類に対する注記（アダージョ拠点）

リース期間を耐用年数とし、残存価格をゼロとする定額法を採用

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高



６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

７．担保に供している資産

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。
設備資金借入金（１年以内返済予定額を含む） 円

計 円

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
　　（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
　（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

該当なし

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。

該当なし

１１．重要な後発事象

該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び

　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし

合　　計 28,169,112 6,273,315 21,895,797

権利 0
ソフトウェア 0

器具及び備品 3 0 3
有形リース資産 0

機械及び装置 0
車両運搬具 0 0

建物 0
構築物 0

建物（基本財産） 17,093,500 6,273,315 10,820,185
土地 0

土地（基本財産） 11,075,609 11,075,609

合　　計 23,041,058 1,145,264 21,895,794

30,000,000
30,000,000

取得価格 減価償却累計額 当期末残高

定期預金
投資有価証券


